
平 成 ３ １ 年 ２ 月財務省関東財務局

かんとう きんゆうさーびす いんふぉ

関東財務局は、財務省の総合出先機関として、また、金融庁から事務委任を受け、関東甲

信越地区の１都９県において、財政や金融に関する業務を行っております。

ここでは、地域の皆様と金融サービスに関する情報を共有し、利用者保護の推進を図るこ

とを目的として、金融サービス利用者等に役立つ情報を分かり易く提供していくこととし

ています。

№36（随時発行）

トピックス

金融庁・財務局・金融機関等は、金融サービスを悪用するマネー・ローンダリング及びテロ資金
供与への対策（以下、マネロン・テロ資金供与対策）に取り組んでいます。犯罪組織やテロ組織へ
の資金流入を未然に防ぎ、安全で利便性が高い金融サービスを維持し、犯罪組織やテロ組織が
活動しづらい環境を作るため、皆様のご理解とご協力をお願いします。

※マネロン・テロ資金供与とは

犯罪や不当な取引で得た資金を、正当な取引で得たように見せかけたり、多数の金融機関等を転々とさせることで、資
金の出所を分からなくしたりする行為や、テロの実行支援等を目的とし、テロリストに資金を渡す行為を指します。

※対象となる金融機関等は

銀行、信用金庫、信用組合、生命保険会社、損害保険会社、証券会社、貸金業者、資金移動業者、仮想
通貨交換業者などです。

【取引時の確認事項とその際に必要な書類】

○ 金融機関等の利用者の皆様にご理解いただきたいこと

金融機関等では、複雑化・高度化するマネロン・テロ資金供与の手口に対し、営業現場において
これを有効に防止することができるよう、対応を進めています。皆様が金融機関等を利用する際に、
従来よりも厳格な本人確認を受けたり、取引目的の確認、資産及び収入状況等について従来求め
られなかった資料の提出や質問への回答を求められる場合があります。 ⇨  詳細は裏面へ

預金口座の開設や200万円を超える大口現金取引、10万円を超える現金送金を行う場合など
には、金融機関等は、犯罪による収益の移転防止に関する法律により取引時確認を行います。

取引時確認事項

本人特定事項

【個人】氏名、住居、生年月日

【法人】名称、本店等の所在地

取引を行う目的 職業（個人の場合） 事業内容（法人の場合）

実質的支配者の本人特
定事項（法人の場合）

氏名、住居、生年月日

確認に必要な書類

【個人】運転免許証、マイナンバー
カード、パスポート、在留カード、健
康保険証、国民年金手帳等

【法人】登記事項証明書、印鑑登録
証明書等

書類不要
（申告が必要です）

書類不要
（申告が必要です）

定款、登記事項証明書など
原則、書類不要
（申告が必要です）
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○ 以下のような取引を行う場合、金融機関等の判断により、本人確認書類の提示に加えて、取引
内容や取引目的について追加的な確認を受けることがあります。

○ 個人の方が金融機関等を利用する際に、次のような確認を求められる場合があります。

○ 法人が金融機関等を利用する際には、以下の点にご理解ください。

【取引の例】
・ 多額の現金や小切手による取引
・ 収入や資産等に見合わない高額な取引
・ 短期間のうちに頻繁に行われる取引
・ 当該支店で取引をすることについて明らかな理由がない取引
・ 送金先、送金目的、送金原資等について不明瞭な点がある取引

※上記は例示であり、実際には各金融機関等が取引・利用者ごとに個別具体的に判断するものです。

イラスト出典 ： 政府広報オンライン

・ 取引を行う目的について書面等により確認を求められる等、手続きに時間を要する場合があ
ります。

・ 過去に確認した事項についても、再度確認を求められる場合があります。また、その際に、各
種書面等の提示を求められる場合があります。

【確認を求められる事項の例】
・ 取引の目的等
・ 当初の目的とは異なる目的での取引となる場合の理由等
・ 多額の現金での取引の際のその原資等

イラスト出典 ： 政府広報オンライン

・ 法人の場合においても、取引を行う目的について書面等により確認を求められる等、手続き
に時間を要する場合があり、また、過去に確認した事項についても、再度確認を求められる
場合があります。また、その際に、各種書面等の提示を求められる場合があります。

・ また、その法人を実質的に支配することが可能となる自然人（「実質的支配者」と言います）に
遡って、当該者の本人確認をすることが求められます。

・ 実質的支配者については、職業や居住国等の確認を求められる場合があるほか、取引によっ
ては、氏名・住所・生年月日等を書面等により求められたり、実質的支配者の確認のため株
主名簿等の書類を求められることがあります。

（参考）マネロン・テロ資金供与対策への国際的な目線が高まっています。

国際的に核・ミサイルやテロの脅威が増す中、犯罪者・テロリスト等に繋がる資金を断つことは、
日本及び国際社会がともに取り組まなくてはならない課題であり、マネロン・テロ資金供与対策の
重要性はこれまでになく高まっています。こうした中、日本は、2019年、マネロン・テロ資金供与へ
の対策がどの程度有効に実施されているか、FATFの審査を受けることになっています。

※ FATF（Financial Action Task Force）は、マネロン・テロ資金対策の国際基準作りを行うための多国間の枠組みとして設
立された政府間会合です。


